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1. 中期財政計画について 

 

平成25年度の決算は、これまでの行財政改革の効果も影響し、実質単年度収

支が4億4,344万円の黒字となりました。 

また、年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金については、平

成25年度末現在高は、前年度から約3億円増加し、10億5,544万円となりました。 

 

普通会計決算で算定する経常収支比率については、経常一般財源収入である

地方税及び地方交付税の減等により、93.0％と前年度から0.7ポイントの悪化と

なりました。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に規定する将来負担

比率（平成25年度163.6％）についても、土地開発公社解散に伴う第三セクター

等改革推進債の発行等の影響により悪化していますが、実質公債費比率（平成

25年度15.6％）については、地方債の一部償還終了等により改善しています。 

 

今後は、歳入においては、税収に多くを期待できない中で、平成27年度から

普通交付税の合併算定替の激変緩和措置分の影響による減少が始まります。 

また、歳出においては、合併後の事業実施のために発行した合併特例債や過

疎債等の元金償還等の影響による公債費の増加や高齢化などによる社会保障関

連経費の増加により、義務的経費の比率が相対的に高まる見込みであるため、

結果として財政の硬直化を招くことが予想されます。 

 

この中期財政計画を策定することによって、中期的な財政収支の見通しを立

て、現在及び将来にわたる財政の姿や行政の運営上の課題などを明確にし、今

後の事業を進める上での財源の裏付けとなるものです。 

 

※今後の本市の財政事情は、社会経済情勢の変化や地方財政制度の動向等に 

大きく左右されることから、毎年、最新の情報に基づいて、中期財政計画を 

策定することとしています。 
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2. 計画の基本事項 

 

（1）計画策定の目的 

財政運営の健全性を確保するために中期的な財政状況を推計し、平成 25 年

度決算額及び平成 26 年度決算見込みをベースに 5 年間の収支見込みを立て、

限られた歳入の中で、その歳入に見合う歳出を調整することを基本理念に財

政運営の指針とします。 

なお、この計画は、国の政策等により変動が大きいことから、毎年度ロー

リングするものとします。 

 

（2）計画の期間 

平成 27 年度から平成 31 年度までの 5年間とします。 

 

（3）会計単位 

普通会計
※

とします。 
※普通会計：一般会計、施設貸付事業特別会計、市有林事業特別会計、造林受託事業特

別会計、土地区画整理事業特別会計（道路特別会計） 
 

（4）計画の目標 

下記のとおり目標を設定し，その実現に向けた取組を通じて財政の健全化

に努めます。 

① 平成27年度からの普通交付税の合併算定替の激変緩和措置の影響額を

見据えながら、将来的に持続可能な財政構造を確立すること。 

② 将来的な負担となる地方債の残高を減らすため、新たな地方債の発行

については、先送りのできない緊急的かつ必要性の高い事業を優先する

など、真に必要な事業を取捨選択し抑制に努めること。 

③ 財政運営の長期的な安定性を確保するため、予期しない収入の減少や

不時の支出の増に備える目的である財政調整基金の現在高を一定程度確

保すること。 
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3. 計画（推計）策定条件 

【歳入】 

（1）地方税 

① 個人市民税 

・平成 27 年度以降も就業人口の増は見込まず、1％減で推計する。 

・平成 27 年度以降も東日本大震災の復興増税（均等割 500 円加算）

による影響額を反映させて推計する。 

② 法人市民税 

・平成 27 年度以降は、税法改正に伴う法人税割の税率変更（14.7％

→12.1％）による影響額を反映し、1％減で推計する。 

③ 固定資産税 

・固定資産税は、平成 26 年度は前年と同額程度と見込み、平成 27 年

度以降は評価替えのサイクル（3 年に 1 度）を考慮し、前 3 年分の増

減で推計する。 

④ 軽自動車税 

・平成 27 年度以降は、税法改正に伴う税率変更（原動機付自転車 1,200

円→2,000 円、軽四輪乗用（自家用）8,600 円→10,800 円など ※三

輪以上については、経過措置あり）による影響額を反映し、2％増で

推計する。 

⑤ たばこ税 

喫煙人口の減少を見込み、毎年 2％減額で推計する。 

 

（2）地方譲与税、各種交付金 

平成 26 年度基準財政収入額に算入された額を基に推計する。 

 

（3）地方交付税 

① 普通交付税 

◇ 基準財政需要額のうち個別算定経費・包括算定経費分は、現行制

度が継続されるものとして、平成 27 年度分は平成 26 年度算入額を

基準にして、同程度の額で推計する。 

◇ 事業費補正及び公債費に係る需要額は、地方債に係る交付税算入

額を年度別に推計する。 

◇ 平成 27 年度以降は、合併算定替の激変緩和措置分を考慮して推

計する。 
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【影響額】（平成 26 年度算定による影響額約 10 億円を基準に推計） 

  平成 27 年度 △ 1 億 0,000 万（1割減） 

  平成 28 年度 △ 3 億 0,000 万（3割減） 

  平成 29 年度 △05 億 0,000 万（5割減） 

  平成 30 年度 △07 億 0,000 万（7割減） 

  平成 31 年度 △ 9 億 0,000 万（9割減） 

 ※参考 

  平成 32 年度 △10 億 0,000 万（皆 減） 

 

◇ 平成 27 年度以降は、合併後の市町村の姿に対応した交付税措置

として、支所に要する経費を一本算定に考慮して推計する。 

 

 

 

 

② 特別交付税 

   災害などの特別な財政需要により変動するものであるが、過去の決

定額から推計し、平成28年度から普通交付税への移行分（平成28年度：

1億6千万円、平成29年度以降：3億円）を考慮して推計する。 

 

（4）国、県支出金 

① 民生費や土木費等の特定財源として現行の補助率で推計する。 

② しまね市町村総合交付金は、直近の決算額を基本として同程度の額

で推計する。 

 

（5）繰入金 

 匹見地域活性化基金等特目基金については、その目的に沿って取り

崩す見込みで推計する。 

     

（6）地方債 

① 現行の地方債制度により推計する。 

② 後年度負担の軽減を図るため、交付税措置率の高い合併特例債や過

疎債などを優先して活用するものとして推計する。 

③ 臨時財政対策債は、平成 26 年度決定額と同程度の額で推計する。 

 

（7）その他 

① 財産収入は、市有財産の売却・貸付け等から平成 26 年度決算見込み

額と同程度の額で推計する。 

② 諸収入等は過去の実績から推計する。 
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【歳出】 

（1）人件費 

① 議員報酬及び特別職報酬 

現行の条例及び共済費負担率等に基づいて推計する。ただし、議員年

金廃止に伴う退職一時金の給付を平成 27 年度に見込む。 

② 職員給与費 

◇ 退職者数や採用者数の増減による影響を見込んで推計する。 

◇ 平成 24 年度に策定した『定員適正化計画』に基づく職員数で推計

する。 

      

（2）物件費 

 過去の決算額の推移及び平成 27 年度から行財政改革指針に基づいた

削減幅で推計する。  

 

（3）扶助費 

 過去の伸びを踏まえ、少子化の影響や社会福祉関係の対象者の増など

を考慮し、平成27年以降は対前年度2.1％増で推計する。 

 

（4）補助費等 

 市単独の補助金については、既得権や前例にとらわれず、「適正で効果

的な補助金交付」を主眼とした行財政改革の推進を考慮し、行財政改革

指針に基づいた削減幅で推計する。  

 

（5）普通建設事業費 

 『新市建設計画』及び『第5次益田市総合振興計画』の実施計画に位置

付ける事業から、緊急性、必要性、費用対効果等の観点により事業の取

捨選択を行い、事業の目的や効果を損なわない範囲で経費を圧縮する見

込みで推計する。 

 

（6）繰出金 

① 後期高齢者医療事業、介護保険事業等は、それぞれの制度が現行ど

おり継続するものとして、高齢化の進行を加味し、医療費や保険給付

費の増加を見込み、下水道事業は、地方債の償還金の増額や事業費の

増を見込んで推計する。 

② その他の事業については、事業計画及び地方債の償還金等の将来見

通しに基づき推計する。 
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（7）公債費 

 平成 25 年度までの地方債に係る償還額に、平成 26 年度以降の普通建

設事業等の財源として発行する地方債の見込額によって生じる元利償還

金を加えて推計する。 

 

（8）その他 

① 維持補修費については、限られた経費で、緊急を要するものから修

繕や維持工事費を見込んで推計する。 

② 貸付金等については、過去の実績を参考に推計する。 
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4．年次計画（推計） 

(単位：百万円）

20年度決算26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
5,394 5,305 5,239 5,215 5,113 5,109

280 280 280 280 280 280
659 873 873 873 873 873

9,171 9,024 8,922 8,701 8,761 8,543
448 448 448 448 448 448
401 403 405 405 405 405

6,480 5,755 5,718 5,565 5,832 5,928
73 73 73 73 73 73
55 26 26 26 26 26

226 108 153 40 102 239
787 99 0 0 0 0
440 752 554 400 400 400

6,813 4,994 3,696 2,467 2,515 2,248
31,227 28,140 26,387 24,493 24,828 24,572

(単位：百万円）

20年度推計26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
3,860 3,911 3,870 3,750 3,687 3,666
2,813 2,582 2,539 2,527 2,501 2,475

217 168 168 168 168 168
5,690 5,810 5,932 6,056 6,184 6,313
3,366 2,607 2,478 2,553 2,535 2,477
7,326 5,973 4,278 2,506 2,729 2,424

568 10 2 2 2 2
4,255 4,326 4,357 4,254 4,358 4,342
2,498 2,585 2,595 2,452 2,496 2,536

535 168 168 225 168 169
31,128 28,140 26,387 24,493 24,828 24,572

(単位：百万円）

20年度推計26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
31,227 28,140 26,387 24,493 24,828 24,572
31,128 28,140 26,387 24,493 24,828 24,572

99 0 0 0 0 0
3,949 3,875 3,755 3,806 3,738 3,532

　　財政調整基金 1,056 989 967 1,025 963 764
273 273 273 273 273 273

　　特定目的基金 2,620 2,613 2,515 2,508 2,502 2,495
15,063 15,050 15,045 14,940 14,901 14,679

　　減債基金

　公債費
　繰出金
　その他
歳 出 合 計

　寄付金
　財産収入

区　　　　分
歳 入 総 額
歳 出 総 額
収 支

  基金年度末残高

総

括

標 準 財 政 規 模

歳

出

区　分
　人件費
　物件費
　維持補修費
　扶助費
　補助費
　普通建設事業費
　災害復旧事業費

　地方譲与税
　各種交付金
　地方交付税
　分担金・負担金
　使用料・手数料
　国・県支出金

　※ 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金等

　※ その他は積立金、投資・出資金、貸付金

　繰入金
　繰越金
　諸収入
　地方債
歳 入 合 計

歳

入

区　分
　地方税
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5．財政指標 

（単位：％）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

93.5 94.7 94.3 93.5 94.0 94.6
15.7 16.1 16.4 16.0 15.0 14.2
26.2 25.7 25.0 25.5 25.1 24.1

%

%

　経常収支比率
　実質公債費比率
　積立金現在高比率

93.5 

94.7 
94.3 

93.5 
94.0 

94.6 

88.0 

90.0 

92.0 

94.0 

96.0 

98.0 

100.0 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

経常収支比率

経常収支比率

15.7 16.1 16.4 16.0 
15.0 

14.2 

26.2 
25.7 

25.0 
25.5 25.1 

24.1 

12.0 

14.0 

16.0 

18.0 

20.0 

22.0 

24.0 

26.0 

28.0 

30.0 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

実質公債費比率・積立金現在高比率

実質公債費比率

積立金現在高比率
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6. 地方債（市債）残高見込み 

（単位：百万円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

6,813 4,972 3,696 2,467 2,515 2,248
3,776 3,872 3,920 3,841 3,969 3,979
39,969 41,069 40,845 39,471 38,017 36,286

借入見込額
償還見込額
百万円

借入見込額
償還見込額
 地方債残高 

     地方債残高
      百万円

6,813 

4,972 

3,696 

2,467 2,515 

2,248 

3,776 
3,872 3,920 

3,841 
3,969 3,979 

39,969 

41,069 40,845 

39,471 

38,017 

36,286 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

1,500 

2,500 

3,500 

4,500 

5,500 

6,500 

7,500 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

地方債残高見込み

借入見込

額

償還見込

額

地方債残

高
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7. 基金残高見込み 

（単位：百万円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1,056 989 967 1,025 963 764
273 273 273 273 273 273

2,620 2,613 2,515 2,508 2,502 2,495
3,949 3,875 3,755 3,806 3,738 3,532

百万円

財政調整基金
減債基金

特定目的基金 
基金年度末残高合計

1,056 989 967 1,025 963 
764 

273 
273 273 

273 
273 

273 

2,620 
2,613 

2,515 
2,508 

2,502 

2,495 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

基金残高見込み

特定目的基金

減債基金

財政調整基金
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8. 今後の取り組み 

  

 平成27年度から普通交付税の合併算定替（平成26年度算定による影響額約10億

円）の激変緩和措置分の影響や、平成30年度に公債費のピーク（平成30年度見込

額：約44億円、平成25年度決算額：約40億円）を迎えることなどから、段階的、

加速度的に財政状況が厳しくなることが見込まれます。 

 

また、経済の不況による大幅な税収減や災害の発生などの不測の事態による支

出の増など、年度によって生じる財源の不均衡を調整するために必要である財政

調整基金（平成25年度末残高：10億5,544万円）については、財源調整が可能な年

度に積み立てておく必要があります。 

 

持続可能な財政構造を実現するためには、平成25年度において策定した「益田

市行財政改革指針」等に基づき、市税等の収納率の向上や受益者負担の適正化、

市有財産の有効活用などの歳入の財源確保と、事務事業の徹底した精査や市単独

の補助金で実施する事業の見直し、効率的な組織体制の構築、市民との協働の促

進、総人件費の抑制など、将来に向けて制度や組織の見直しをさらに推し進めて

いく必要があります。 
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9.用語解説 

≪歳入≫ 

地方譲与税 

国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与する税 

現行の地方譲与税としては、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税、航空機燃料

譲与税がある。 

 

交付金 

 国からの交付金で、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地

方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金がある。 

 

地方交付税 

 財源の不均衡を是正し、すべての地方公共団体が合理的かつ妥当な水準における

行政を行うのに必要な財源が確保されるよう、一定の基準により国が地方公共団体

に交付する税 

 

地方債 

 学校、道路、公園、市営住宅の整備など特定の歳出に充てるため地方自治体が、

将来元金及び利子を償還する借入金 

 

臨時財政対策債 

 地方全体の財源不足に対処するため、特例的に発行する地方債 

償還に要する費用は後年度の地方交付税算定における基準財政需要額に全額算入

される。 

 

 

≪歳出≫ 

人件費 

 議員・嘱託職員の報酬や職員の給料など人に係る費用 

 

物件費 

 人件費、補助費等などに分類されない経費で、賃金、旅費、交際費、需用費、委

託料、使用料及び賃借料、原材料費など 

 

維持補修費 

 道路や施設などを良好な状態に維持するために使う費用 
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扶助費 

 生活保護費、障害者自立支援給付費、保育所運営費など主に法令に基づき被扶助

者に対して給付する費用 

 

補助費等 

 各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金のほか、報償費、役務費（火

災保険料等の保険料）、公課費(地方公共団体が受ける公租公課)など 

 

普通建設事業費 

 学校、道路、公園、市営住宅などの整備に係る経費 

 

災害復旧事業費 

 災害によって被害を受けた施設等の復旧に係る経費 

 

公債費 

 過去の借入金の返済に係る費用及び一時借入金利子の支払に要する経費 

 

積立金 

 特定の目的のために財産を維持し、又は資金を積み立てるために設けられた基金

等への積立てに係る経費 

 

貸付金 

 地域住民の福祉増進や産業振興などのため、法令や条例に基づき、直接的又は金

融機関等を経由して間接的に現金の貸付けを行うための経費 

 

繰出金 

 一般会計から、国民健康保険事業や公共下水道事業などの特別会計に対して、事

業費や事務費等の補助などのために支出する経費 

 

 

≪基金≫ 

財政調整基金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられる基金 
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減債基金 

 地方債の償還及び地方債の適正な管理に必要な財源を確保し、将来にわたる財政

の健全な運営に資するために設けられる基金 

 

特定目的基金 

 特定の目的のために資金を積み立てたもので、地域振興基金、ふるさと応援基金

など 

 

 

≪各指標の説明≫ 

標準財政規模 

地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で、実質公債費比率、将来

負担比率、積立金現在高比率などの基本的な財政指標の分母の要素となる重要な数

値 

地方税や地方交付税など地方公共団体が自由に使えるお金の大きさを示す。 

 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費など毎年経常的に支出される特定財源を除いた経費を、

毎年経常的に収入される一般財源で割った比率 

 

実質公債費比率 

標準的な一般財源に対する公債費相当額（公営企業繰出金、一部事務組合負担金

及び債務負担行為による支出額中の公債費に準じる経費を含む。）の割合 

 

積立金現在高比率 

標準財政規模に対する積立金現在高（財政調整基金、減債基金及びその他特定目

的基金）の割合 

 

 

 



【別紙】

主要普通建設事業計画一覧表 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1,046 679 280 23 181 428

財 国県補助金 88 48 16 8 60 143

源 地方債 882 583 240 15 121 271

内 その他

訳 一般財源 76 48 24 0 0 14

23 144 54 49 53 53

財 国県補助金 26 26 26 26 26

源 地方債 6 105 14 14 15 15

内 その他 1 1 1 1 1

訳 一般財源 17 12 13 8 11 11

337 437 211 46 110 26

財 国県補助金 136

源 地方債 67 25 90 25

内 その他 352 151

訳 一般財源 134 85 60 21 20 1

1,857 561 25 79 78 79

財 国県補助金 18 18 18 18 18

源 地方債 1,800 450

内 その他 4 2 2 1 1

訳 一般財源 39 89 23 59 59 60

584 312 239 257 446 191

財 国県補助金 313 27 13 30 66 16

源 地方債 91 81 79 93 221 70

内 その他 76 125 1 75 127 74

訳 一般財源 104 79 146 59 32 31

50 82 121 40 40 40

財 国県補助金 19 40 58 18 18 18

源 地方債 30 41 35 21 20 20

内 その他 12

訳 一般財源 1 1 16 1 2 2

1,447 1,125 919 1,133 1,054 720

財 国県補助金 536 519 442 402 410 253

源 地方債 638 511 433 678 568 401

内 その他 66 50 8 4 4 5

訳 一般財源 207 45 36 49 72 61

476 997 551 553 665 768

財 国県補助金 158 339 174 232 335 466

源 地方債 262 617 352 287 294 270

内 その他 43 8 8 8 8 8

訳 一般財源 13 33 17 26 28 24

13 21 21 21 21 21

財 国県補助金

源 地方債 12 19 19 19 19 19

内 その他

訳 一般財源 1 2 2 2 2 2

1,463 1,503 667 281 81 98

財 国県補助金 278 92 111 69 3

源 地方債 1,086 1,219 449 176 37

内 その他

訳 一般財源 99 192 107 36 41 98

30 112 1,188 24

財 国県補助金 16 81 217 11

源 地方債 2 4 931

内 その他 3

訳 一般財源 9 27 40 13 0 0

7,326 5,973 4,276 2,506 2,729 2,424

財 国県補助金 1,562 1,190 1,057 814 936 940

源 地方債 4,876 3,630 2,552 1,328 1,385 1,091

内 その他 188 540 183 90 141 89

訳 一般財源 700 613 484 274 267 304

学校教育関連施設等整備事業

社会教育関連施設等整備事業

合　　　計

商工関連施設等整備事業

土木関連施設等整備事業

都市計画関連施設等整備事業

消防関連事業費

農林水産関連施設等整備事業

事　　　業　　　名

地域振興関連施設等整備事業

社会福祉関連施設等整備事業

保健衛生関連施設等整備事業

総務管理関連施設等整備事業
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